
lEl5 優れた成果をあ げた研究活動の 特性 : 

トップリサーチャ 一に対する質問票調査より 

0 富澤宏之 紋 神名   科学技術政策研 ) ， 林 隆之 ( 文科 省 ・科学技術政策研Ⅰ 

大学評価   学位授与機構 ) , [1 「 下 泰弘 ( 三井情報開発 ) , 

近藤正幸 ( 文科 省 ，科学技術政策研Ⅰ構図六 ) 

1 。 はじめに にその中から 筆頭著者が日本の 機関・組織に 属して 

科学技術基本計画が 我が国の研究開発システムに いる論文 4128 編を母集団とした。 ここから、 1500 

与えた影響を 明らかにするために 実施した「トップ 編の論文の著者のアドレスを 調べ、 分野や機関の 種 

リサーチャーから 見た科学技術政策の 効果と研究開 類に偏りが生じないようにして 調査対象とし、 2004 

発 水準に関する 調査」の分析結果の 概要を報告する 年 10 月に調査票を 送付して、 回収した回答 868 件 

1,20 を集計対象とした。 

2. 調査の概要 3. ト 、 ソプリサーチヤ 一のプロファイル 

2. 1  調査の目的 本調査の調査対象者 ( 以下、 「トップリサーチヤー」 

科学技術基本計画 (1996 年～ ) が我が国の研究開 と呼ぶ ) は、 優れた研究成果をあ げた研究者の 格好 

発システムに 与えた影響を 明らかにするためには、 の サンプルであ る。 トップリサーチャ 一の論文投稿 

ナショナル・イソベーション・システムの 構造的変 時 ( 概ね 2000 年から 2001 年 ) の所属セクターは 図 

化を分析することが 有益であ る。 計量文献学的手法 1 の通りで、 国立大学が 6 割弱を占めている。 

はこのような 構造分析の有力なツールとなり 得る 回答者全体の 論文投稿時の 平均年齢は 39.9 歳で 

( 参考文献 [2],[3]) 。 著者らは、 計量文献学的手法に あ り、 最頻値は 40 歳であ った。 回答者の半数以上 

より、 世界的な影響力の 高い論文 ( 被 引用度の高い が 40 歳未満であ ることからも、 トップリサーチャ 

論文 ) の増加をはじめ、 科学技術基本計画のもとで 一には " 若手 " が比較的多いと 高 3 事ができる。 

の 日本の研究システムの 改革の進展を 示す分析結果 

を 得た ( 参考文献 [1U,[2],[3]) 。 しかし、 論文データ 
その他 

べ ー スに収録された 情報は限られており、 また、 科 

学 技術基本計画の 影響を分析するには 限界があ る。   
そこで、 被 引用度上位 10% 論文の著者に 直接、 質 

問 票を送付し、 論文データベースからは 得られない 。 " 拭 """"" 

情報を収集するとともに、 研究環境や科学技術政策 

ほ ついての意見を 調査した。 この調査結果を 詳しく 

分析することにより、 優れた成果をあ げた研究活動 大学共同利用丑 曲 

の 特性やそれを 支える科学技術政策を 多面的に明ら 

かにすることができると 考えられる。 

2. 2 調査方法 4.8 冊   

日立大ギ 
57.7 ア 

2001 年の SCI(CD-ROM 版 ) 収録論文より、 2003  図 1 トップリサーチヤ 一の所属セクター ( 論文投稿 時 ) 

年末時点での 被 引用度上位 10% 論文を抽出し、 さら 

4. 調査対象論文の 特性 
1 本稿に示された 見解は著者ら 個人によるものであ り   著者らの前 
属 機関を代表するものではない。 科学計量 学 において、 板引用回数の 多い論文は「 影 
2 本調査の調査結果の 一部 は 既に参考文献 [1] に述べたが、 本稿では 響力」の高い 論文とされることが 多く、 また、 批半 Ⅱ 

その概要に加えて、 詳細分析結果の 一部を報告する。 なお、 包括的 
な 調査結果は参考文献 [4U として公表予定であ る。 はあ るものの、 「質の高い論文」を 確率的に多く 含ん 
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でいるという 認識は既に定説となっている。 しかし、 

論文の「 質 」は 暖 味な概念であ るので、 むしろ板引 

用度の高い論文がどのような 論文であ るかを実証的 

に明らかにすることが 有益であ ろう。 

トップリサーチャー 自身の回答より、 調査対象と 

した 被 引用度上位 10% 論文がどのような 性格の論 

文であ るかを見ると ( 図 2L 、 最も多い回答は「実験・ 

観測データの 提示」であ り、 「実験・観測による 仮説・ 

理論の検証」、 「未知の現象の 発見」が続いている。 

「新しい研究方法・ 手法の提示」は、 回答割合が 

高いことを事前に 予想していた 項目であ ったが 3 、 調 

査結果は上位 5 番目であ った。 なお、 この項目は「最 

も適合するもの ( 単一回答 ) 」での回答割合が 7.9% 

であ るのに対し、 複数回答では 10.4%0 と両者の差が 

大きいが、 これは、 「新しい研究方法を 用いたが、 そ 

れ自体が特徴ではなく、 むしろ研究結果に 意義があ 

る」といった 論文が多いためであ ると解釈できる。 

        10% 15% 20% 25% 30% 

実検・ 技沈 チータの提示 

実検・ 俺 話による仮説・ 理講 の検証 

未知の現笘の 発見 

新しい 接鹿 ・性能の創出・ 開発 

新しい研究方法・ 手法の提示 

研究のレビュー 

 
 

 
 

 
 

 
 

    

計算，シミュレーション 

現集 の 理計曲 解明 

仮説・ 理 計の提示 

技舵 ・性能の改良 

社会的課億への 解決策の提示 

 
 図 2 調査対象論文の 性格 : 回答者による 性格付け 

( 引用度の高い 論文はどのような 論文 か ) 

さらに、 調査対象論文が 高い被引用度を 得た理由 

についてもトップリサーチヤ 一 自身の見解を 質問し 

たところ、 「研究成果の 新規性の高さ」を 挙げる回答 

が最も多く、 「関連領域の 研究の進展への 寄与」、 「論 

文に含まれているデータ・ 情報の価値」、 「話題性の 

高いテーマを 扱った」が続いている。 なお、 ここで 

3 科学計量 学 のいくつかの 先行研究によれ ば、 新しい研究方法を 示 
した論文は極めて 高い被引用回数を 得る傾向があ る。 

も高い回答割合を 予想、 していた「研究方法の 新規，性 

の高さ」は上位 5 番目であ った。 

以上とは別の 観点から調査対象論文の 性格を示す 

データとして、 技術的な応用との 関連性についての 

回答結果が興味深い。 調査対象論文の 内容について 

「本人・研究協力者が 発明人として 特許出願した」 

との回答が 23.4% あ り、 大学研究者が 著者の大部分 

を 占めるにもかかわらず、 調査対象論文の 4 分の 1 

近くが特許出願に 直接、 結びっいたことがわかる。 

5. 研究体制 

優れた成果をあ げた研究がどのような 体制 ( 研究 

グループ ) で実施されたかを 見るために、 調査対象 

論文の著者 ( 共著者を含む 全員 ) の職名別の内訳を 

質問した。 その集計結果 (616 論文の著者 3683 人 

が有効回答 ) を見ると、 大学等教員が 4 割以上を占 

めているが、 次いで大学院生が 多い ( 図 3L 。 

共 若者も含む全若者 ( 隻億 「 3683 人 ) に占める % 台 

  l0% 2 ㎝ 3 ㎝ Ⅰ㎝ 50 片 

大学年教員 43.5%     

大学院生 

ポストドクター 

研究 貝   
研究開発 見 

  
( 一部のみ ) 

その他 

図 3 共著者も含めた 全著者の職位 別 内訳 

研究体制の資金的側面については、 調査対象論文 

を産んだ研究活動のために 直接的に使用した 研究費 

の種類と金額を 質問した 4,5 。 

4 論文の謝辞に 基づき、 研究費のファンディンバ 元を分析した 先行 
調査はあ るものの、 このように計量文献学的データと 研究費データ 
のリンクを直接調査した 例はほとんどない。 

5 論文と研究費の 関係は明確ではなく、 また、 回答者の主観に 左右 
されるという 限界があ ることに注意が 必要であ る。 特に使用した 研 
究費の金額は 信頼できる定量データと 言い難い。 ただし、 研究費の 
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その調査結果を 表 1 に示す。 回答者の 75.0% が外 

部資金を使用し、 61.4% が政府の競争的資金を 使用 

したと回答している。 自己の属する 機関の内部資金 

のみを使用したとの 回答は 25.0% 。 であ る。 

表 ] 調査対象論文のために 使用した研究費の 種類 

回答内訳   
件数 i 割合 

6. 研究環境と科学技術政策についての 見解 

科学技術基本計画がトップリサーチャ 一の研究環 

境に与えた影響を 明らかにするために、 研究環境に 

関する 22 の項目を設定し、 それぞれの充実度 / 不 

備度は ついて 5 段階で回答を 求めた。 この質問は、 

基本計画の実施双の 5 年間 (1991 年～ 1995 年 ) 、 

および調査実施時点 (2004 年 10 月現在 ) の 2 時点 

を対象としており、 トップリサーチャ 一の研究環境 
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回答 (-2-+2) の平均値 

不備 充実   
-1 5 -1 0 一 0 5 00 05   

l) 経常的な研究資金の ユ ( 技 俺や所属 牲 関内の研究 俺 な 
ど ) 
2) 政府の珪手酌研究 克金の Ⅰ 

3) 研究資金の要求・ 公募の制度の 適切 桂 

4) 研究黄金の利用し 易さ   
5) 大学院生 ( 博士課程 ) の大枚 

6) ポス ドク の大故 

7) ポストク以覚の 若手研究者 (40% 未済 ) の大故 -% 

8) 外 白人研究者の 人 柑 

9) 研究者の流 功硅 

                                                    一 " 一 一一一 """ "" 一 " 一 """ 

Ⅱ ) 口内の研究者のネットワーク 

l2) 国遠的な研究者のネットワーク 

l3) 研究スペース 

l4) 研究片間 

l5) 研究施設・設備の 充実 

l6) 研究支援者の 充実   丁 
l7) 産学官達 拐 ・技術移転をサポートする 制度 

l8) 地牡 における連辞をサポートする 制度   
l9) 教且 ・研究者の辞価の 制度化 

20) 研究プロジェクトの 辞 価の制度化 

2l) 自己の所 屈接曲 の 租 億や内部制度の 改 吏   一 
22) 研究テーマ 殴 定の自由度 

図 5 トップリサーチヤ 一の研究環境の 変化 : 基本計画以双 (1991 ～ 1995 年 ) と現在 (2004 年 ) の比較 

さらに、 被 引用度の高いバループ ( 被 引用度上位 7. おわりに 

1% 論文の著者 ) は、 「競争的資金の 量」の " 改善 度 " 科学技術基本計画のもとで、 トップリサーチヤ 一 

と " 好ましい影響 " の評価が他の 回答者より有意に の研究環境が 向上していることが 確認できた。 今後 

高い 7 。 また、 前述のように 板引用度上位 10% 論文 は、 研究環境の諸項目ごとの 重要度や機能の 違いを 

06 割以上が競争的資金による 研究から産み 出され、 踏まえ、 また、 研究者の置かれた 状況の多様性を 明 

また、 研究費金額の 大きいグループの 方が被引用度 らかにして、 政策立案に反映させることが 必要であ 

上位 1% 論文を有意に 多く含むことからも、 競争的 ると考えられる。 

資金が実際に 大きな役割を 果たしたことがわかる。 

一方、 「経常的な研究資金の 量」については " 改善 "  参考文献 

とする回答者と " 悪化 " とする回答者が 分かれてお Ⅰ NSITEPREPORTNo.88, 「基本計画の 達成効果の評 

り 、 また、 " 好ましい影響 " と " 障害・制約 " の回答 

割合がともに 高く、 回答傾向が分裂している。 使用 

した研究費の 回答と併せて 分析すると、 「経常的な研 

究資金の量」を " 障害・制約 " と回答した研究者は、 

価 のための調査 : 科学技術研究のアウトプットの 定 

量的及び定性的評価」 ( 平成 15 年度～ 16 年度科学技 
術振興調整 費 調査研究報告書 ) ,2005 年 3 月・ 

[21 富澤宏之， 林 隆之，近藤正幸， 「科学技術基本計画の 
影響に関する 計量文献学的データによるマルチン ベ 

少額の研究資金で 研究を実施した 研究者が多い。 経 ル 構造分析 (1) 」，研究・技術計画学会第 19 回 年 

学的研究資金の 量は、 競争的資金が 充分に得られた 次 学術大会・講演要旨 集 ， pp.87-90,2004 年 10  月   

場合には特に 障害にならないが、 そうでない場合に [3] 林 隆之，富澤宏之，近藤正幸， 「科学技術基本計画の 

大きな障害・ 制約となることが 反映されていると 解 影響に関する 計量文献学的データによるマルチン ベ 

駅 できる。 「経常的な研究資金の 量」が研究者にとっ 
ル 構造分析 (2) 」，研究・技術計画学会第 19 回 年 

次 学術大会・講演要旨 集 ， pp.91-94,2004 年 10  月   
て 重要であ ることを示唆した 結果と言えよう。 

[4] 富澤宏之， 林 隆之，山下泰弘，近藤正幸，「トップリ サ 
一 チャーから見た 科学技術政策の 効果と研究開発 水 

7  " 改善 度 " は平均値のⅠ検定 (P 二 0 ・ 012) 、 " 好ましい影響 " は 二 準 に関する調査 : 調査報告書」，科学技術政策研究所 

項 分布による割合の 検定を行なった。 (2005 年 11 月発行予定 )   
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